平成　　年　　月　　日
利益相反に関する申告書

鳥取大学長　殿

部局名：

職・氏名：　

　私の産官学連携活動関係機関との個人的な経済的利益、経営関与の状況について、以下の通り申告します。

なお、私が対象となる「鳥取大学利益相反管理規程第2条第3項に規定する利益相反マネジメントの対象」は１．のとおりです。また、当該相手方からの利益状況は２．のとおりです。

１．該当するケース番号および詳細
注）軽微なものは適宜判断して省略してください。（おおよそ１００万円を基準とします）

□（１）鳥取大学職員の兼業に関する規程(平成16年鳥取大学規則第44号)第5条ただし書きの規定に基づく学長の許可を受けて行う営利企業における兼業である場合。（該当する場合■）
事業者名称：

注）鳥取大学職員の兼業の取扱いに関する細則に規定される技術移転兼業許可申請書、研究成果活用兼業許可申請書、監査役兼業許可申請書、または兼業許可申請書を添付すること。
□（２）本学以外の第三者から設備・物品，株式等何らかの経済的利益の供与を受ける場合。（〃）

相手方の名称：
供与或いは貸与される予定の設備、物品の名称、または株式の詳細：
□（３）本学以外の第三者に対し，職員等が自らの知的財産権を譲渡，又はその実施を許諾する場合。（〃）
知的財産権の種類・名称：　　
契約総額：　　　　　　　　　　　　　　　 円
移転または許諾の詳細：
□（４）産官学連携活動の相手方等何らかの便益を供与される者から物品を購入し，あるいは役務の提供を受ける場合（〃）
相手方の名称：

購入した設備、役務提供の名称等：

□（５）産官学連携活動の相手方等何らかの便益を供与される者への出資及び当該者の発行する株式の購入・供与又はそれらの売却等を行う場合。（〃）
相手方の名称：

詳細：

□（６）研究活動に伴い，外部から何らかの便益の供与を受ける，又は供与が想定される場合。（〃）
詳細：

□（７）その他、 教育・研究活動に支障が出る産官学連携活動等。（〃）
詳細：

２．当該相手方からの利益状況
	
	申　　告　　事　　項

	1 当該相手方からの個人的な金銭的利益（兼業収入含む）
	（過去１年間の実績）

（あれば、今後の予定）



	② 当該相手方に対する個人帰属発明等の技術移転状況
	（過去１年間の実績）

（あれば、今後の予定）



	③ 当該相手方からの物品の提供（賃借関係を含む）
	（過去１年間の実績）

（あれば、今後の予定）



	④ 当該相手方からの研究活動に対する便益
	（過去１年間の実績）

（あれば、今後の予定）



	⑤ その他利益相反に関して検討・助言等を希望する事項
	


別紙

「利益相反に関する自己申告書」について

　この自己申告書は、「鳥取大学利益相反管理規程」に基づき、職員等が産官学連携活動の推進を行う上で日常的に生じうる利益相反の状況を管理し、本学の社会的信頼が損なわれないようマネジメントするために、基礎資料として、申告していただくものです。

　利益相反管理規程では、次に示す産官学連携活動を行おうとする職員等は、当該相手方との過去１年間の個人的利益の状況について、１ヶ月前までに、「自己申告書」を作成の上、利益相反アドバイザーに提出することとなっております。

提出された申告書を利益相反アドバイザー（又は、及び利益相反審査委員会）が専門的な見地から確認することにより、社会的信頼が損なわれない範囲にあることを本学として確認し、職員等の利益相反状態を総合的に把握し、職員等が産学官連携活動を安全な状況下で活発に行えるよう組織的にマネジメントします。

そのため、日頃気にかかっていることを洩れなく記入していただくことが重要です。

なお、上記の趣旨から、家族が得ている利益についても、可能な限り申告してください。

また、この自己申告書は極秘資料として取り扱います。
【自己申告書の記入要領】

1． 該当するケース番号および詳細　
該当するケースの枠にチェックし、詳細を記入してください。

2． 当該相手方からの利益状況　
当該相手方からの利益状況について、次のとおり記入してください.
①当該相手方からの個人的な金銭的利益
・過去1年間に得た金銭、株式などを、●●企業より著作物印税、●●円、のように箇条書きにして下さい。また、あれば、今後の予定を記入してください。鳥取大学職員の兼業に関する規程第５条ただし書きに基づき許可を得て行った営利企業における兼業収入についても記入してください。

②当該相手方に対する個人帰属発明等の技術移転状況

・過去1年間移転した技術の内容、移転方法、移転に伴う契約などを箇条書きにして下さい。また、あれば、今後の予定を記入してください。

③当該相手方からの物品の提供（賃借関係を含む）

・過去1年間に当該相手方から提供されている機器及び試薬等の有体物の有無及びその推定金額などを記入してください。また、あれば、今後の予定を記入してください。
・関連して、大学帰属の有体物や設備などを大学事務を通さず当該相手方に提供している場合の契約、条件なども記入してください。

・日常の研究に関わる軽微なものは適宜判断して省略してください。（おおよそ１００万円を基準とします）

④当該相手方からの研究活動に対する便益

・過去1年間に研究活動に対して学外から受けた、その他の便益等があれば記入してください。また、あれば、今後の予定を記入してください。
⑤ その他利益相反に関して検討・助言等を希望する事項
・産学官連携等に関して日頃気にかかっていることや、大学の判断を求めたいことなど、自由にご記入下さい。
鳥取大学利益相反管理規程第2条第3項に規定する利益相反マネジメントの対象


一　鳥取大学職員の兼業に関する規程(平成16年鳥取大学規則第44号)第5条ただし書きの規定に基づく学長の許可を受けて行う営利企業における兼業である場合


二　第三者から設備・物品，株式等何らかの経済的利益の供与を受ける場合


三　第三者に対し，職員等が自らの知的財産権を譲渡，又はその実施を許諾する場合


四　産官学連携活動の相手方等何らかの便益を供与される者から物品を購入し，あるいは役務の提供を受ける場合


五　産官学連携活動の相手方等何らかの便益を供与される者への出資及び当該者の発行する株式の購入・供与又はそれらの売却等を行う場合


六　研究活動に伴い，外部から何らかの便益の供与を受ける，又は供与が想定される場合


七　その他教育・研究活動に支障が生じるおそれのある場合











